
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ５ 砺波地域消防組合消防本部 

（富山県）の事例 
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１ 広域化対象地域の地勢・概要 

  砺波地域消防組合は、砺波市、小矢部市、南砺市の３市で構成され、富山県の西部に位置し、

東は富山市、北は高岡市及び射水市に接し、西及び南側は石川・岐阜両県と接しています。人口

約136,000人、面積約929.93k㎡で富山県の面積の約21.9％を占めている。 

  地勢については、南部の岐阜県境一帯は、1,500m級の山塊を配し、庄川、小矢部川の源となっ

ており、北部は丘陵地、台地、平地に大別されます。山間部は、 国立公園等に指定された優れ

た自然環境を残しており、庄川、小矢部川に沿った平野部の水田地帯は、「かいにょ」と呼ばれ

る屋敷林に囲まれた家々が点在する「散居村」という独特な集落景観を形成している。 

  交通面については、JR北陸本線が小矢部市を横断し、JR城端線が南砺市城端から砺波市を通り、

高岡市でJR北陸本線と連結している。道路は、国道８号、156号、304号、359号、471号の５本の

幹線を骨格として、これらが、有機的に結ぶように県道・市道が配置されている。また、高速交

通網については、管内を横断する北陸自動車道と縦断する東海北陸自動車道・能越自動車道が小

矢部市水島地内の小矢部砺波ジャンクションで十字交差しており、砺波IC、小矢部IC、小矢部東

IC、福光IC、五箇山ICの５つのインターチェンジを有している。他に２箇所のスマートICが建設

中である。 

  消防本部は砺波市に置き、消防署所は、砺波市に砺波消防署及び庄東出張所、小矢部市に小矢

部消防署及び津沢出張所、南砺市に南砺消防署、城端出張所、井波庄川出張所、福野出張所、五

箇山出張所及び利賀分遣所の３消防署、６出張所、１分遣所を配置し、配備車両58台、職員188

名で管内の災害に対応している。 

 

２ 広域化実現までの手順の概要 

平成18年６月に消防組織法が改正され、同年７月に「市町村の消防の広域化に関する基本指針」

が策定された。 

  富山県は、この基本指針を受けて平成20年３月に「富山県消防広域化推進計画」を策定し、県

内の消防の現況と将来見通しを示し、消防広域化の必要性や広域化組合せ案を公表した。 

砺波地域の広域化組合せとして、小矢部市が高岡地区広域圏（高岡市・氷見市・小矢部市）内

で広域化する案と砺波医療圏（砺波市・小矢部市・南砺市）内で広域化する案の２案が示された。 

 この２案のうち、砺波市、小矢部市及び南砺市の３市において、医療圏が同じであること、ま

た、歴史的背景や日常生活圏、経済圏及び文化圏の関係の強さ等を総合的に検討した結果、砺波

医療圏による消防広域化が最適と判断し、平成２２年４月１日に３市による砺波地域広域消防運

営協議会を設立し、消防広域化実現に向けての協議を開始した。協議会の委員は、構成市の市長、

市議会議長、市議会消防関係委員長、消防団長及び地域の代表等で構成し、統合方式、消防業務

統合に係る調整方針、合併に必要な経費や事業、消防力適性配置等について協議が重ねられた。 

  平成23年２月１日に富山県知事より砺波地域消防組合の設置許可を受け、一部事務組合が設置

された。当消防組合の設置は、平成18年の消防組織法一部改正後では、全国で５番目、富山県で

は初の常備消防広域化である。 

３月29日には、第１回砺波地域消防組合議会臨時会において砺波地域消防組合の条例や平成23

年度予算が可決承認され、４月１日から、砺波地域消防組合消防本部の消防業務を開始した。 

なお、平成25年12月から、当消防組合と高岡市及び氷見市の３消防本部（５市、36万４千人）

で通信指令事務の共同運用を開始したが、単なる通信指令系統の一元化ではなく、各消防本部の

管轄を超えて現場に最も早く到着できる車両に指令を出す体制を確立しており、1.5次の広域化

というべきものとなっている。 
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年     表 

年  月 事    業    内     容                  E 

昭和２３年 ４月 

昭和２３年 ６月 

昭和２７年 ７月 

昭和２９年 ４月 

昭和３７年 ８月 

昭和４４年 ４月 

昭和４５年 ４月 

平成１０年 ４月 

 

平成１１年 ４月 

平成１６年１１月 

 

平成１８年 ６月 

      ７月 

平成２０年 ３月 

平成２１年 ３月 

      ５月 

      ７月 

       

      ８月 

     １２月 

 

平成２２年 ２月 

 

 

      ４月 

      

      ５月 

 

平成２３年 ２月 

３月 

４月 

福光町消防本部設置 

石動町消防本部設置 

砺波町消防本部設置 

町村合併により砺波市消防本部設置 

小矢部市消防本部設置 

南砺消防事務組合発足（福野町・井波町） 

U南砺消防事務組合に城端町・庄川町・井口村が加入し、南砺消防組合となる。 

U砺波市消防本部、福光町消防本部、南砺消防組合消防本部が合併し、砺波広域圏消防

本部が発足（砺波市、城端町、庄川町、井波町、井口村、福野町、福光町） 

砺波広域圏消防本部の構成市町村に五箇３村（平村・上平村・利賀村）が加入する。 

砺波広域圏消防本部の構成市町村が市町村合併により２市（砺波市、南砺市）となる。 

消防組織法一部改正（常備消防の広域化） 

国が「市町村の消防の広域化に関する基本指針」を策定 

県が「富山県消防広域化推進計画」を策定 

砺波広域圏消防本部と小矢部市消防本部との打合せ 

砺波地方消防広域化研究会開催（平成２２年３月までに４回開催） 

砺波地方消防広域化研究会専門部会開催 

（平成２２年２月までに総務部会５回、予防部会４回、警防部会５回、救急部会４回、

通信部会４回開催 その他に合同部会を随時開催） 

消防広域化関係課長会議開催（平成２２年２月までに９回開催） 

砺波地方消防広域化研究会 部会長・副部会長会議開催 

（平成２１年１２月までに２回開催） 

砺波地域消防広域化副市長・担当部長会議開催 

消防広域化市長会議開催 

（砺波地域広域消防運営協議会設立同意書の承認） 

U砺波地域広域消防運営協議会開催（平成２３年２月までに６回開催） 

砺波地域広域消防運営協議会幹事会開催（平成２３年２月までに１１回開催） 

砺波地域広域消防運営協議会副市長部長会議開催 

（平成２３年２月までに６回開催） 

U砺波地域消防組合設置（富山県知事より砺波地域消防組合設置許可証交付） 

砺波地域消防組合議会臨時会開催 

U砺波地域消防組合消防本部発足（消防事務の共同処理開始） 
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３ 協議会設置までの手順 

（１）手順の流れ 

  協議会設置前に、砺波地方広域化研究会、砺波地方消防広域化研究会及び消防広域化関係課長

会議を設置し、広域化について協議した。 

  各会の協議状況は次のとおり。 

① 砺波地方消防広域化研究会 

   広域化後の業務の調整を図るため、砺波広域圏消防本部及び小矢部市消防本部の職員によっ

て組織した。 

   平成２１年５月から平成２２年３月まで４回開催 

 ② 砺波地方消防広域化研究会専門部会 

広域化後の業務の細部について調整を図るため、砺波広域圏消防本部及び小矢部市消防本部

の職員によって組織した。 

   ・総務部会 平成２２年７月から１１月まで ５回開催 

   ・予防部会  〃 ４回開催 

   ・警防部会  〃 ５回開催 

   ・救急部会  〃 ４回開催 

   ・通信部会  〃 ４回開催 

   ※必要に応じて合同部会を開催した。 

 ③ 消防広域化関係課長会議 

   広域化後の業務について、構成市が関わる内容について調整を図るため、構成市、総務課長、

企画調整課長及び財政課長によって組織した。 

   平成２１年７月から平成２２年２月まで９回開催 

 ④ その他 

   副市長・部長会議、市長会議、議会への状況説明等を随時実施した。 

   平成２２年２月１日に開催した、消防広域化市長会議において、消防広域化主要調整項目（６

項目）の調整方針及び砺波地域消防広域運営協議会設立が合意された。  

※上記の事務局は、砺波広域圏消防本部総務課で実施した。   

   

○ 主要調整項目（６項目） 

調整事項 調 整 方 針 

１ 組織統合方式につ

いて 

組合方式とし、「砺波地域消防組合（一部事務組合）」を砺波市、

小矢部市及び南砺市で新たに設立する。 

なお、これにおり小矢部市及び砺波広域圏事務組合から常備消防

事務は消滅することになる。 
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２ 統合期日について 平成２３年４月１日を目標とする。 

３ 組合規約、条例及び

規則の取扱いにつ

いて 

砺波地域消防組合規約を制定する。 

また、条例及び規則等についても新たに制定する。 

４ 組合執行機関及び

議会について  

組合執行機関及び議会については、砺波地域消防組合において 

調整する。 

５ 新消防本部名称及

び位置について 

新消防本部の名称は「砺波地域消防組合消防本部」とする。 

新消防本部の位置については、現在の砺波広域圏消防本部とする。 

６ 消防団の事務につ

いて 

構成市の事務とする。 

   

（２）協議会規約の策定 

  消防広域化関係課長会議及び砺波地方消防広域化研究会において、事務局で作成した規約案を

検討した。 

砺波地域広域消防運営協議会（第１回会議）において、規約案が承認された。 

 

（３）協議会の組織（協議会の体系図・構成、事務局の体制、経費負担割合） 

  ① 協議会の構成 

   ア 砺波地域広域消防運営協議会 

     消防広域化について、協議・調整を行うため、構成市の市長、議会議長、議会消防担当

常任委員長、県消防課長、自治振興会長、消防長、消防団長、計２０名によって組織した。 

     平成２２年４月から平成２３年２月まで６回開催 

   イ 砺波地域消防組合構成３市副市長・部長会議 

     砺波地域広域消防運営協議会に上程する協議事項等について協議・調整を行うため、構

成市の副市長、総務担当部長、消防本部次長によって組織した。 

平成２２年４月から平成２３年２月まで６回開催 

ウ 砺波地域消防組合構成３市幹事会 

     砺波地域広域消防運営協議会及び副市長・部長会議に上程する協議事項等について協

議・調整を行うため、構成市の総務課長、企画調整課長、財政課長、消防本部課長によっ

て組織した。 

     平成２２年４月から平成２３年１月まで１１回開催 

   エ その他 

     構成市の市長会議を随時開催した。 
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  ② 体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 事務局の体制 

   ア 人員 ６名 

   イ 役職及び派遣先 

・事務局長（砺波市派遣 行政職員） 

     ・事務局次長（総務担当 砺波広域圏消防本部総務課長兼務 行政職員） 

     ・事務局次長・計画調整係長（小矢部市派遣 行政職員） 

     ・総務係長（南砺市派遣 行政職員） 

     ・総務係主査（砺波広域圏消防本部庶務係長兼務 行政職員） 

     ・計画調整係主査（砺波広域圏消防本部企画管財係長兼務 消防吏員） 

  ④ 協議会経費負担割合 

    構成３市均等割り 

 

４ 協議会の事務の流れ 

（１）特に留意すべき点について 

  ① 速やかな協議が必要な事項 

   ・広域化に関する調整項目 

   ・広域化臨時的経費の予算編成と執行 

   ・合併に伴う財政支援措置 

   ・広域化後の予算編成 

   ・新組織設立に必要な構成市の議会対応 

副市長・部長会議 

砺波地域広域消防運営協議会 

幹事会 

指示 

指示 

調査・報告 

調査・報告 

事 

務 

局 
事
務
処
理 

事
務
処
理 

事
務
処
理 
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  ② 調整が困難だった事項 

   ・組織統合方式 

  ・組合運営経費（経費負担割合等） 

   ・広域運営協議会事務局体制（構成市からの派遣職員等） 

   ・広域化臨時的経費（構成市の補正予算の調整） 

   ・新消防組合当初予算編成（消防本部間、構成市との調整） 

   ・新消防組合議会対応 

   ・新組合例規策定事務 

 

（２）協議会設置の準備期間 

   約１年間 

   平成２１年３月から平成２２年３月まで 

 

（３）広域消防運営計画の協議期間 

   事務局で運営計画原案を作成し、次の会議において協議した。 

   第６回幹事会（平成２２年８月３日開催）、第７回幹事会（８月２０日開催） 

   第３回副市長・部長会議（８月２３日開催） 

   砺波広域消防運営協議会 第４回会議（８月３０日開催） ※原案承認 

    

（４）新体制への移行期間 

   約１年間 

消防広域化臨時的経費については、砺波広域圏事務組合へ３市が分担金を納入し、砺波広域

圏消防本部で執行した。３市の分担金は、平成２２年６月定例議会で補正予算を計上したもの。

消防広域化臨時経費分担金の３市負担割合は均等割り。 

 

５ 広域消防運営計画作成に向けた具体的な協議事項 

 

（１）広域化の方式及びスケジュール 

  広域化の方式は一部事務組合とし、「砺波地域消防組合」を砺波市、小矢部市及び南砺市で新

たに設立する。 

合併期日は、平成２３年４月１日とする。 

 

（２）組織 

  消防本部の名称は、「砺波地域消防組合消防本部」とする。 
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  位置は、現在の砺波広域圏消防本部の位置とする。 

 

（３）職員の処遇等 

  ① 身分 

    合併時の砺波広域圏事務組合消防吏員及び小矢部市消防本部消防吏員は、砺波地域消防組

合消防吏員として引き継ぐ。 

  ② 給与 

    公平で適正な給与を担保する。合併時において給料調整は原則行わない。 

  ③ 階級 

    消防吏員の階級基準に基づき、消防監から消防士とする。 

 

（４）施設整備 

① 消防施設 

  合併時において現状配置を基本とする。検討している署所の統合に際して、適正で効果的

な車両配置、運用を図る。 

② 通信施設 

  砺波広域圏消防本部で運用している通信施設を拡充して、小矢部市消防本部管轄をカバー

する。 

  通信指令業務の共同運用について、研究検討する。 

 

（５）経費負担等 

  ① 経常経費 

    ３市が基準財政需要額割を基本に負担する。 

  ② 臨時的経費 

    庁舎建設、大規模修繕による経費は次のとおりとする。 

   ・消防本部 

    ３市が協議により負担する。 

   ・署所 

    庁舎建設経費、用地取得費は当該市が負担する。但し、署所の担当区域が２市以上に該当

する場合は、該当との協議により負担する。 

  ③ 起債償還経費 

   ・合併前の借入分 

    砺波地域消防組合が承継する。砺波広域圏事務組合分は、砺波市・南砺市の基準財政需要

額割により負担する。小矢部市分は、小矢部市が負担する。 
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   ・合併後の借入分 

    消防本部建設費は、３市が協議により負担する。車両等の購入については、３市が基準財

政需要額割により負担する。 

  ④ 財産 

    消防本部、署所の用地は該当市が砺波地域消防組合消防本部へ無償貸与する。 

    庁舎及び車両等の施設設備は、砺波広域圏事務組合又は小矢部市が砺波地域消防組合へ無

償譲渡する。 

 

（６）消防団等との連携確保 

   消防団、消防本部及び署所の職員で構成する砺波地域消防連絡会を設置し、定例的に情報交

換する。 

   各消防団の訓練・教育等については、担当区域の署所が担当する。 

   非常備消防費の予算執行については、管轄する署が事務を担当する。 

 

（７）防災・国民保護担当部局との連携確保 

   ３市長、各市危機管理担当職員、消防長及び消防署長等による協議会を設置する。 

   各市と当が意志の区域に存する消防署所との連携確保のため、定例的に連絡会議を開催する。 

   各市の災害対策本部へ当該市の区域に存する消防署所の職員を派遣する。 

   総合的な合同防災訓練を実施する。 

   情報通信手段を拡充し、２４時間連絡体制を強化する。 

 

６ 新体制へ移行するまでの具体的な手続 

（１）一部事務組合の設立手続 

  ・平成２２年１１月 砺波地域広域消防運営協議会（第５回会議）において、砺波地域消防組

合規約（案）承認 ３市へ１２月議会に提案依頼 

・１２月下旬 ３市の議会１２月定例会において、砺波地域消防組合規約（設置）議決 

・平成２３年１月 砺波市、小矢部市及び南砺市の３市長連名で富山県知事へ「砺波地域消防

組合」設置許可申請 

   ※申請書添付資料 

    組合の設置を必要とするに至った経緯 

    組合規約案 

    関係の議会の議決書と議会の会議録（関係部分）の写し 

    広域消防運営計画 

   ・２月１日 砺波地域消防組合設置許可 
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   ・３月２９日 砺波地域消防組合議会臨時会開催 

   ※予算、条例、専決処分等の議決承認 

   ・４月１日 砺波地域消防組合消防本部業務開始 

 

（２）住民への周知 

   広報紙、ホームページ、ケーブルテレビ、コミュニティーエフエム等で周知した。 

 

（３）条例改正及び予算の準備 

① 例規集作成 

例規集は、砺波広域圏事務組合及び構成３市の例規集をベースにして策定した。 

（株式会社ぎょうせいに業務委託） 

特に注意すべき点 

  例規集の目次をどうするか。（どの例規を例規集に掲載するか） 

例規目次は、第1編 総規 第2編 議会・監査 第3編 組織・処務 第4編 人事 第5編 給

与 第6編 財務 第7編業務とした。第1編から第6編までは、総務部門であり、総務担当

の負担が大変重くなる。 

  ② 予算の準備 

    旧砺波広域圏消防本部総務課で予算（案）を取り纏め、幹事会、副市長部長会議及び市長

会議に諮り、組合議会臨時会の議決を経て決定した。 

    

（４）長及び議員の選任準備 

   平成２３年１月開催の構成３市、市長会議において、管理者の互選、消防長及び会計管理者

を人選した。 

   組合議員の選出は、構成市議会事務局に依頼した。 

 

（５）職員の身分の移管 

   全職員に旧所属から退職辞令、砺波地域消防組合から採用辞令を交付した。 

   共済組合、退職手当組合についても退職し、新たに採用した。 

 

７ 広域化による具体的なメリット 

（１）消防体制の強化 

１ 出動による住民サービスの向上 

 ① 現場到着時間の短縮 

    広域化を協議するにあたり、地域の消防力を把握するため、（財）消防科学総合センター
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に消防力適正配置調査を委託した。 

    本調査の算定結果では、消防本部境界が取払われたことにより、市境界周辺において現場

到着時間が短縮される結果が示された。 

    実際に旧本部境界付近の署所の出動件数が増加しており、現場到着時間の短縮が図られて

いる。 

② 初動対応の強化 

消防本部が保有する部隊数が増えるため、初動の段階で複数の部隊を投入できる。 

 

（２）予防業務・救急業務の高度化・専門化 

   予防業務・救急業務は、広域化前と同様の体制である。 

 

（３）高度な装備・資機材の整備 

   山岳救助・震災救助・都市型救助に対応するため、新たに捜索救助隊（隊員は兼務）を設立

した。 

捜索救助隊設立にあたり、都市型救助用資器材の整備及び隊員の研修派遣を行っている。 

   砺波広域圏消防本部で編成していた潜水救助隊（隊員は兼務）の資器材を充実強化した。 

 

（４）人事異動・研修等の充実 

   合併スタート時から、人事交流を行った。 

   消防大学校、消防学校、その他各種研修へ職員を派遣し、資質の向上を図っている。 

 

８ 新体制移行後の課題等 

（１）一部事務組合の運営 

   単独消防組合になったことに伴い、自己責任自己決定の原則により、独自の消防行政を実施

できるようになった。 

   組合を運営するため、議会の開催、給与・会計事務、契約・検査事務等を行わなければなら

ない。 

 

（２）給与調整、退職手当調整等 

広域化前の砺波広域圏消防本部、小矢部市消防本部では、それぞれ国に準じた公安職給料表

を用いており、平均給与に差はなかった。また、構成市の砺波市及び南砺市の市町村合併時に

は、給料の調整は行なわれなかったことを踏まえ、給与支給額の統一は行なっていない。 

   なお、特殊勤務手当については、支給されている手当が広域化前の消防本部で違っていたた

め、調整を図った。 
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